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 ●通商白書とは 
   ・ 昭和24年から毎年発行しており、本年で69回目。 
  ※経済財政白書や外交青書と同様、法律に基づかない非法定白書であり、 
   例年、閣議報告を行っている。 
  ※経済産業省で作成している他の４白書はいずれも法律に基づく法定白書。 
     ・中小企業白書（中小企業基本法） 
     ・小規模企業白書（小規模企業振興基本法） 
     ・ものづくり白書（ものづくり基盤技術振興基本法）  
     ・エネルギー白書（エネルギー政策基本法） 

 ●目次 
第１部 世界経済編 

 第１章 世界経済動向 

 第２章 欧米経済動向 

 第３章 中国経済動向 

 第４章 その他新興国経済動向 

第２部 分析編 

 第１章 持続可能なグローバル化に向けた分析 

 第２章 我が国の通商政策の方向性 

 第３章 イノベーションを生み出す新たな産業社会の創造に向けた取り組み 

 第４章 我が国のインクルーシブな成長に向けた取り組みの強化 

第３部 政策編 

 第１章 国際政策協調 

 第２章 通商協定をはじめとしたルール形成 

 第３章 新興国戦略 

 第４章 第４次産業革命を通じたコネクテッド・インダストリーズ創造への対応 

 第５章 インクルーシブな成長に寄与する我が国の取り組み 
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今年の通商白書 メインメッセージ① 

１．自由貿易は経済成長のエンジンであり、格差縮小にも寄
与。 

（１）自由貿易は経済のパイ拡大に不可欠。貿易は一人当
たり経済成長率を高めることに寄与度が高い。ミクロで見ても、
輸出に従事する企業は生産性を伸ばしている。 

（２）近年、米国を中心として先進国では格差拡大を背景
としてグローバル化への不満が台頭。しかし、格差は、技術革
新等に起因するところが大きい。貿易はむしろ格差縮小に貢献。 

２．「２１世紀型の通商政策」が強く求められている。 

（１）グローバル・バリュー・チェーンの飛躍的発展（製造工
程のアンバンドル化※とスマイルカーブの変形）で貿易の中身は
「モノ」から「価値」（モノヒトカネ情報）へと変化 

（２）“自由貿易”への疑念の深まりとそれを克服すべきという
強い世論の登場 

（３）「新々貿易理論」（個別企業の生産性とグローバル化
の関係（輸出閾値の存在）を明らかにした）が示唆するグ
ローバル活動への参入支援策の重要性の認識の高まり 

※アンバンドル化：製造工程の細分化と複数国への分散及び相互ネットワーク化 
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今年の通商白書 メインメッセージ② 

３．「２１世紀型の通商政策」は、①イノベーションを支え、
②インクルーシブ（包摂的）な成長を志向するもの。以下の
３点を有機的に連関させながら推進。 

（１）グローバル経済の発展には、自由で公正な高いレベル
の通商ルールが不可欠。 

→我が国として、マルチ・プルリ・リージョナル※等における通商
ルール策定を戦略的に推進。 

（２）モノカネヒト情報の自由な往来と「繋がり」によるイノベー
ションを進め、「コネクテッド・インダストリーズ」や「Society 5.0」

を実現。 

→ 「内なる国際化」（対内直接投資、高度外国人材受
入）やオープン・イノベーション等を推進。そのための通商・投資
ルール策定を進める。 

（３）中小企業や地域等をグローバル経済にいざない「インク
ルーシブ」な成長を実現。 

→市場調査、取引先開拓、流通網整備等のコスト引下げや
生産性向上による体力強化で中小企業等のグローバル活動
参入を促す（＝輸出閾値を下げる）ため、 

・商社等経由の間接輸出、eコマースの促進、新輸出大国コン
ソーシアム等を活用した海外展開支援 

・観光や農産品・食品等地域産品輸出の促進 

・IT・ロボット導入等を通じた地域経済の生産性向上等を図る 

※マルチ：WTO等での全加盟国の交渉 プルリ：WTOでのITA拡大交渉等のテーマ別交渉  
   リージョナル：TPP、RCEP等の広域的な経済連携 



世界経済における動向とリスク 
ＩＭＦの世界経済見通し 

 世界経済は全体としては回復基調にあるが、回復の
ペースは緩慢なものとなっている。 

 近年、貿易量の伸び率が経済成長率を下回って推移する
傾向にある。 
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2017年の世界経済は、2016年後
半以降の持ち直しのモメンタムは維持
されるものの、世界経済危機以前の
水準には達しない、緩やかなペースで
の回復が続くと見込まれる。 
 
国際通貨基金（IMF）は、世界の
GDP成長率を2017年＋3.5%、
2018年3.6%と予測している。 
 
他方で、保護主義圧力の高まりや、
予想より急激な世界金融環境の引締
めによる新興国への影響、中東やアジ
ア等の地政学上の緊張等のリスクにも
一層の注視が必要となっている。 

IMFの主要国・地域の実質GDP成長率の見通し 
(%)

2016年 2017年 2018年

＜予測＞ ＜予測＞
3.1 3.5 3.6

先進国・地域 1.7 2.0 2.0
米国 1.6 2.3 2.5
ユーロ圏 1.7 1.7 1.6
ドイツ 1.8 1.6 1.5
フランス 1.2 1.4 1.6
イタリア 0.9 0.8 0.8
スペイン 3.2 2.6 2.1
日本 1.0 1.2 0.6
英国 1.8 2.0 1.5
カナダ 1.4 1.9 2.0

新興市場及び途上国・地域 4.1 4.5 4.8
ロシア -0.2 1.4 1.4
中国 6.7 6.6 6.2
インド*１ 6.8 7.2 7.7
ASEAN-5*2 4.9 5.0 5.2
ブラジル -3.6 0.2 1.7
メキシコ 2.3 1.7 2.0
サウジアラビア 1.4 0.4 1.3
ナイジェリア -1.5 0.8 1.9
南アフリカ 0.3 0.8 1.6

世界

備考：
*1インドは会計年度ベース。成長率は市場価格ベースの値。
*2 ASEAN5はインドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム。
＜参考＞想定原油価格：2016年＄42.84、2017年＄55,23、2018年＄55.06
資料：IMF 「World Economic Outlook, April 2017」から作成。

世界の実質GDP、貿易量の伸び率推移 

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

実質GDP 輸入量

（％）

備考：ここではデータの制約上、貿易量でなく輸入量の成長率を用いている。

資料：IMF, WEODatabase, April 2017から経済産業省作成。
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備考：ここでは、貿易量の成長率の代わりに輸入量の成長率を用いている。 
資料：IMF WEO Database (April 2017)から経済産業省作成。 

2007年以前は実質GDP伸び率の約
2倍の伸び率で推移していた。しかし、
2012年に貿易量の伸び率が実質
GDP伸び率を下回って以降、その状
態が5年間にわたり継続している。 
 
本状況をIMF、WTO等の国際機関
では「スロー・トレード 」と呼び、本論点
に関する論考が多数出されている。 



貿易のメリット 
貿易による一人当たりＧＤＰ上昇・生産性への貢献 

 一人当たりＧＤＰの上昇には、貿易がR＆D投資と
ともに寄与している。 

 また、全要素生産性の上昇についても、貿易がＩＣ
Ｔ投資以上に寄与している。 
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一人当たりＧＤＰへの各要素の寄与 
(2001～2014） 

R&D投資 
（対GDP） 

貿易 
(対GDP) 

（％） 

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35

全要素生産性への各要素の寄与 
(2001～2014） 

貿易 
(対GDP) 

ICT投資 
（対GDP） 

（％） 

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

左図は財の貿易額の対GDP比が1％
変化した際、一人当たりGDPが
0.18％増加するのに対し、R&Dの対
GDP比が1％変化した際、一人当たり
GDPが0.32％増加することを示してい
る。この結果から貿易は、通常経済成
長への貢献度が高いと言われている
R&Dと同様に一人当たりGDPに貢献
していることが分かる。 

左図は貿易額の対GDP比が1％変
化した時、全要素生産性は2.41％
上昇するのに対し、ICT投資の対
GDP比が1％変化した時、全要素生
産性は1.85％上昇するとの結果を示
す。この結果から一般に全要素生産
性向上と密接不可分と言われている
ICT投資以上に貿易が全要素生産
性上昇に貢献していることが分かる。 

備考１：横軸は各指標が1%変化したときの、一人当たりＧＤＰ、全要素生産性のそれぞれの変化率を表す 

注：対象国はＯＥＣＤ諸国 

備考２：下のグラフは平成23年度内閣府「年次経済財政報告」を参考に、分析期間(1980～2009)を
2001～2014年に経済産業省にて延長。上のグラフに関しては経済産業省にて作成。 



貿易のメリット 
貿易による個別企業利益への貢献 

 輸出をしない企業より、輸出を開始した企業の方が、そ
の後の生産性が高くなる傾向。また、多くの企業が直接
輸出により売上のみならず経常利益を拡大させており、
さらには雇用や賃金を拡大させた企業も４割近く存在し
ている。 
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※：縦軸は労働生産性の対数値。労働生産性＝付加価値額÷常時従業者数。 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」から作成。 
備考：2001年から輸出を開始した企業(製造業)を集計し、非輸出企業との生産性
の差を比較 

2000年に輸出を行っていなかった企
業のうち、2001年に輸出を開始した
企業と輸出を開始しなかった企業とに
分けて、労働生産性の平均の対数の
推移を1998年から2008年まで示し
ている。 
 
輸出を開始する以前においてすでに輸
出開始企業は輸出非開始企業よりも
生産性が高く、その差は輸出開始後
年々拡大している。 

輸出による生産性上昇の効果もあって、
多くの直接輸出企業は売上のみなら
ず経常利益を拡大させており、さらには
雇用や賃金を拡大させたと回答する企
業も3～4割近く存在している。 
 
これらの調査を踏まえれば、比較的生
産性の高い非輸出企業を支援するこ
とで、売上げが伸びるだけではなく、利
益を拡大することにつながると期待され
る。 



格差の要因 
先進国における国内格差拡大 
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 世界全体での格差は減少。貿易の活発化も大きく
貢献したとされる。 

 他方で、先進国では多くの国が国内における格差
拡大の方向に推移している。 

世界全体での所得格差については、
1990年には0.70だったものが、2010
年には0.62へと減少しており、特に
2000年以降の格差縮小のペースは
急速。その主な理由としては中国、イ
ンドやアジアの新興国によるキャッチアッ
プが急速に進んでいることが背景にある
とされている。 
 
ただし、傾向としては減少傾向にあるも
のの、直近の2010年の世界全体のジ
ニ係数の0.62は先進国のジニ係数が
概ね0.4以下であることと比べるとまだ
かなり高い水準にある点は留意が必要
である。 

先進国における国内の格差を示すジニ
係数（税・所得移転後）について国
際比較すると、全体として見れば日本
を除く先進国では格差が拡大傾向に
あることが見てとれる。 



注：IMFの2007年の分析を参考に、分析期間(1980～2006)を
2000~2014年に延長し、対象国をOECD23か国に経済産業省にて修正。 
備考：横軸は各指標が1%変化したときの、ジニ係数の変化率を表す。 

格差の要因 
技術発展の格差拡大への影響 

 先進国の格差拡大の主な要因は技術革新（ICT投
資）である。貿易は、むしろ教育政策等と共に、格
差縮小要因となっている。 

 なお、ICT投資の推進は、我が国の経済成長力の向
上のために不可欠である。 
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IMF では、1980年～2006 年の先
進国20 ヶ国、新興国31 ヶ国により
構成される51 ヶ国を対象にジニ係数
の変化に関する要因分解を行った結
果として、「格差に対する影響が最も
強いのは技術革新」と結論付けている。 
 
IMFの分析を参考に、2000 年～
2014 年の先進国のみに絞ってジニ係
数の要因分析を行ったところ、先進国
の格差拡大の主な要因はやはり技術
革新（ICT投資）であり、貿易は、む
しろ教育政策等と共に、格差縮小要
因であることが明らかになった。 
 
ただし、ICT投資の推進は、我が国の
経済成長力の向上のために必要不可
欠であるため、格差への手当は貿易・
投資政策とは別の国内政策（労働
政策、教育政策等）を講じることとし、
ICT投資はこれからも積極的に進めて
いかなければならない。 
 
なお、一部先進国では上位所得層が
保有する金融資産が格差拡大の要
因として挙げられることもあり、説明変
数として個人金融資産を加えて分析し
たものの、今回の調査では有意性は
認められなかった。 



格差の要因 
貿易の格差縮小への貢献 

 貿易額（対ＧＤＰ比）が高い国ほどジニ係数が低い
傾向にある。 
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OECD加盟国及び中国を対象として
貿易額（対GDP比）とジニ係数の関
係を調べた結果、貿易額（対GDP
比）が高いほどジニ係数は低い、すな
わち、所得格差が低いという傾向がみ
られた。 
 
1995年及び2005年のデータでも貿
易額（対ＧＤＰ比）が高いほどジニ
係数が低い傾向に変化はなく、両者の
間に一定の相関関係はあるようだ。 

資料：OECD Stats、World Bank、総務省統計局から作成。 
注：対象国はＯＥＣＤ加盟国（韓国及びニュージーランドを除く）及び
中国（データの制約上2012年の値を使用） 



製造業雇用をめぐる国際的なインクルーシブ対応 

 他方でＩＭＦは、新興国からの輸入が先進国の一部地
域の製造業雇用に与えた影響もあると表明している。 

 しかし、製造業の雇用の変化は国によって状況が異なって
いる。背景も多様。G7/G20において、各国がそれぞれの
実情に応じてインクルーシブな成長のための施策を実施し
ていくべきと議論されている。 
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インクルーシブな成長のための施策メニュー 

出典：”Making Trade an Engine of Growth for All” WTO, IMF, 世界銀行 (April, 2017) 

各国において、正しい政策を採択する
ことによって、経済は貿易が生み出す
素晴らしい機会を享受しつつ、取り残
された者にも裨益させることが出来る。
これらの政策は貿易調整による負の影
響を緩和しつつ、全般的な経済の柔
軟性と効率性を上昇させることが出来
る。（WTO, IMF, 世界銀行） 

所得の中間層を構成していた製造業
雇用者数は先進諸国において下落傾
向となっている。 
 
他方で、ドイツ等の製造業雇用者数
が増えている国もあり、国によって状況
が異なる。 
 
ドイツが増加している理由としては、高
付加価値化を通じて輸出を拡大させ
たことに加えて、労働市場改革の効果
があったことが可能性として考えられる。 

各国における製造業雇用者数変化(2006→2016) 
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 ICTや貿易自由化等によりグローバルバリューチェーンの飛
躍的発展（製造工程のアンバンドル化とスマイルカーブの変
形）、「自由貿易」への疑念の深まりとそれを克服すべきと
いう強い世論の登場、新々貿易理論（政策的支援次第
では非輸出企業が輸出企業に転化する可能性を示唆）
が示すグローバル活動への参入支援ニーズの高まり等を受
けて、21世紀型の通商政策が強く求められている。 

 こうした変化に対応すべく、ヒトモノカネ情報の自由な流通と
グローバル経済への参加の裾野を広げる通商政策を推進
することが重要。「質の高い通商ルール」に基づいた通商シ
ステムを世界に広げていく。 

 「21世紀型の通商政策」は、①イノベーションを支え、②イ
ンクルーシブな成長を志向。 

我が国の通商政策の方向性（「21世紀型の通商政策」） 

（１）グローバル経済の発展には、自由で公正な高いレベルの通商
ルールが不可欠。 

→我が国として、マルチ・プルリ・リージョナル※等における通商ルール策定
を戦略的に推進。 

（２）モノカネヒト情報の自由な往来と「繋がり」によるイノベーション
を進め、「コネクテッド・インダストリーズ」や「Society 5.0」を実現。 

→「内なる国際化」（対内直接投資、高度外国人材受入）、人材投
資、オープンイノベーション等を推進。 

（３）中小企業や地域等をグローバル経済にいざない「インクルーシ
ブ」な成長を実現。 

→商社等経由の間接輸出やeコマースの促進、新輸出大国コンソーシア
ム等を活用した海外展開支援、観光や農産品・食品等地域産品輸出
の促進やIT・ロボットの導入等を通じた地域経済の生産性向上等を支
援。 

※マルチ：WTO等での全加盟国の交渉 プルリ：WTOでのITA拡大交渉等のテーマ別交渉 
  リージョナル：TPP、RCEP等の広域的な経済連携 
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我が国の通商政策を取り巻く環境の変化 

 越境物流網の発展に加え、情報通信等の技術革新により、
企業は製造工程をアンバンドル化※することが可能となっ
た。これによって、モノヒトカネ情報の越境移動に支えら
れた「グローバル・バリュー・チェーン」が飛躍的に発展
した。 

 また、製造工程にアンバンドル化に伴い、中間に位置する
製造工程の中には途上国の低廉な労働力に海外移転される
ものも出る等、中間製造工程の付加価値の下押し圧力が発
生した。（スマイルカーブの変形） 

※アンバンドル化：製造工程の細分化と複数国への分散及び相互ネットワーク化 

従来は一つの国で全ての製造工程が
行われていたが、ＩＣＴ革命等によっ
て、一部の工程を切り離して別の国で
行うことが可能となった。（製造工程の
アンバンドル化） 

製造工程の中間に位置する「組立作
業」の付加価値がアンバンドル化によっ
て下落していき、川上の試作品開発
や川下のアフターサービスの部分の付
加価値が上昇した。（スマイルカーブの
変形） 
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イノベーションを生む通商政策 
グローバル企業の収益力向上 

 新たな付加価値を創出するイノベーション力の向上が喫緊
の課題である。 

 日本は欧米と比べ、付加価値デフレータ（製品差別化力や
ブランド力を示す）の悪化が顕著。欧米企業に比べ、我が
国企業が価格競争に巻き込まれている可能性がある。 

我が国産業全体の収益力 
（一人当たり付加価値額）の 
伸び率は、米国及びドイツと比較して 
大幅に低下してきている。 
 
一人当たり付加価値額 
 ＝実質労働生産性 
  ＋付加価値デフレータ 
 
産業全体の実質労働生産性の 
伸び率が上昇しても、 
付加価値デフレータの伸び率が 
低下して（企業が価格決定力を 
主導できない）、企業が収益力を 
伸ばせない状況となっている可能性が
ある。 

アンケート調査では、価格決定力を
「有していない」とした企業が58.9%と
半数以上なのに対し、「有している」と
回答した企業は僅か24.2%となってい
る。 



14 
資料： NISTEP(2016)「第4回イノベーション調査報告」、OECD Innovation statistics and indicatorsより作成。 

 我が国企業は４つの種類の「イノベーション」に関して、
先進諸国に比べ見劣りをしている。 

イノベーションを生む通商政策 
グローバル企業の収益力向上 

各種イノベーションを実現した企業の割合 

備考：アンケート調査期間の間に各種イノベーションを実現したと回答した企業の割合 

34.4

31.0

25.4

22.0

13.1

8.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

FY
20

12
-FY

20
14

20
10

-2
01

2

20
08

-2
01

0

ドイツ イタリア フランス 日本 韓国 英国

マーケティング・イノベーション（％）

34.2 33.5
32.2

24.0

17.5 16.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

FY
20

12
-FY

20
14

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

フランス イタリア ドイツ 日本 英国 韓国

組織イノベーション（％）

40.4 

35.8 

29.1 

24.2 

16.9 
15.0 

12.3 
10.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
08

-2
01

0

FY
20

12
-F

Y2
01

4

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

カナダ ドイツ イタリア フランス 米国 日本 英国 韓国

プロダクト・イノベーション（％）

36.2

30.4

25.5
24.1

15.0

7.2
5.4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

FY
20

12
-F

Y2
01

4

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

カナダ イタリア ドイツ フランス 日本 英国 韓国

プロセス・イノベーション（％）

34.4

31.0

25.4

22.0

13.1

8.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

FY
20

12
-F

Y2
01

4

20
10

-2
01

2

20
08

-2
01

0

ドイツ イタリア フランス 日本 韓国 英国

マーケティング・イノベーション（％）

34.2 33.5
32.2

24.0

17.5 16.6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

FY
20

12
-F

Y2
01

4

20
10

-2
01

2

20
10

-2
01

2

フランス イタリア ドイツ 日本 英国 韓国

組織イノベーション（％）

40.4 

35.8 

29.1 

24.2 

16.9 
15.0 

12.3 
10.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

20
10

-20
12

20
10

-20
12

20
10

-20
12

20
10

-20
12

20
08

-20
10

FY
20

12
-FY

20
14

20
10

-20
12

20
10

-20
12

カナダ ドイツ イタリア フランス 米国 日本 英国 韓国

プロダクト・イノベーション（％）

36.2

30.4

25.5
24.1

15.0

7.2
5.4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20
10

-20
12

20
10

-20
12

20
10

-20
12

20
10

-20
12

FY
20

12
-FY

20
14

20
10

-20
12

20
10

-20
12

カナダ イタリア ドイツ フランス 日本 英国 韓国

プロセス・イノベーション（％）

日本のイノベーション実現状況は 
いずれの類型においても先進諸国と 
比較して低い値となっている。 

プロダクト・イノベーション： 
技術仕様、部品・材料、組み込み 
ソフト等について新規または大幅に 
改善された製品・サービスの導入 
 
 
 
 
 
 
マーケティング・イノベーション： 
製品・サービスのデザインまたは包装の 
大幅な変更、販売経路、販売促進方法、
あるいは価格設定方法に係る 
新規マーケティング方法の導入 
 
 
 
 
 
プロセス・イノベーション： 
新規または大幅に改善された生産工程 
または配送方法等の導入 
 
 
 
 
 
 
 
組織イノベーション： 
企業の業務慣行、職場組織または 
社外関係に関する新しい方法の導入 
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 デジタル化が進展する中、我が国の強みである高い「技術力」や高度
な「現場力」を活かした、ソリューション志向の新たな産業社会の構築
を目指す必要がある。 

 現場を熟知する知見に裏付けられた臨機応変な課題解決力、継続
的なカイゼン活動などが活かせる、人間本位の産業社会を創り上げ
ていくべき。 

 様々な繋がりにより新たな付加価値を創出する「コネク
テッド・インダストリーズ」が重要であり、またサイバー
空間とフィジカル空間が高度に融合したSociety 5.0を形成
していくことが必要となっている。 

イノベーションを生む通商政策 
Connected Industriesの推進 

平成29年3月に開催されたドイツ見
本市（CeBIT） では、我が国が目
指すべき産業の在り方として新たに「コ
ネクテッド・インダストリーズ」の概念を世
界に向けて発信した。「コネクテッド・イ
ンダストリーズ」とは、データ、技術、人、
組織等が様々なもの・ことのつながりに
よって新たな付加価値創出と社会課
題解決がもたらされるような産業のあり
方である。 

コネクテッド・インダストリーズ概念図 

出典：新産業構造部会「Society5.0 Connected Industriesを支える
「ルールの高度化」」（平成29年4月） 
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 我が国の技術力や現場力を活かし、人間本位の産業社会を創り上
げ、様々なつながりによる新たなビジネスモデルを創造するには、欧米
に比べ小さい「人的資本投資」の促進が求められる。第４次産業革
命を見据えた、異分野からの人材獲得投資やＡＩ・ＩＯＴ等の人
材育成が重要である。 

 更に、オープンイノベーションに向け、国際的な研究ネッ
トワーク形成を高めていくことも重要である。 

イノベーションを生む通商政策 
イノベーションの創出に必要な人的投資・交流が課題 

雇用流動化の高まりや非正規雇用の
社員が増える中、企業内教育へのイン
センティブは低下しており、高度人材の
育成を巡り私的利益と社会的利益の
乖離が生じているとの指摘もある。 
 
実際に我が国企業の人材育成のため
の投資は国際的に見ても低い水準に
あるといえる。 
 
我が国企業は、バブル崩壊以降に研
修費を削減し始め、金融危機以降に
更にリストラのために研修費を大幅に
削減していった。また、定型的な仕事
を非正規労働者で賄うようになったこと
により、企業内教育のインセンティブが
低下した可能性がありうる。 

2003年から2013年にかけて、世界
全体で国際共著論文が大きく増えて
いる。我が国の共著関係の伸びは相
対的に少ない。それに対して中国は
2003年から2013年にかけて科学論
文数も共著関係も大幅に伸びており、
それ以外のドイツ、英国等の先進国に
おいても伸びが見られ、日本はこれらの
国と比較して遅れを取っている。 
 
中国の共同研究が急増している理由
としては、中国からの米国等への留学
生の増加が一因として挙げられる。 
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 圧倒的に不足しているIT・データ人材を中心に、新しいス
キルやコンピテンシーを装備するため、基礎、ミドル及びトッ
プレベルでの人材育成・教育エコシステムの構築が重要で
ある。 

イノベーションを生む通商政策 
第四次産業革命の下で求められる人材育成 

これらのAIやロボット等テクノロジーの出
現により、定型労働に加えて非定型
労働においても省人化が進展し、人手
不足の解消につながる反面、バックオ
フィス業務等、我が国の雇用のボリュー
ムゾーンである従来型のミドルスキルの
ホワイトカラーの仕事は、大きく減少し
ていく可能性が高い。 
 
一方で、第4次産業革命によるビジネ
スプロセスの変化は、ミドルスキルも含
めて新たな雇用ニーズを生み出していく
ため、こうした就業構造の転換に対応
した人材育成や、成長分野への労働
移動が必要となる。 

第4次産業革命下では、人工知能、
ビッグデータ、ロボットやIoTの専門家が
重要となることから、こうした先端IT人
材についても2020年までに約5万人
が不足するとの推計が出されている。 

資料：上下両方のグラフに関して経済産業省「ＩＴ人材最新動向と将来設計に
関する調査結果」（平成28年3月、委託：みずほ情報総研株式会社）より作成。 

第4次産業革命の下で求められる人材 

出典：経済産業省 新産業構造部会資料より抜粋。（平成29年5月） 



インクルーシブな通商政策：新々貿易理論 

 メリッツ等の新々貿易理論は、従来の貿易理論と異
なり、同一業種内でも輸出固定費用の負担能力の有
無によって輸出企業と非輸出企業の差が生じること
を説明した。 

 これまでグローバル経済への参入が困難であった企
業の中にも、政策的工夫でグローバル企業に脱皮で
きる企業が多数存在することを明らかにした。 

18 

理論 研究者 貿易発生の契機等 

伝統的貿易理論 
Ricard(1817) 
Heckscher(1919) 
Ohlin(1933) 

各国の擁する比較優位（相対的要素賦存の
差・技術格差等） 

新貿易理論 Krugman(1980) 
規模の経済性（収穫逓増）と輸送費の存在。
（企業の均質性を前提。） 

新々貿易理論 Melitz(2003) 

輸出開始の初期費用（輸出固定費用
※
）に

着目。輸出固定費用を支払う生産性（輸出
閾値）を擁する企業のみが輸出企業としてグ
ローバル市場に参加可能。（企業の異質性を
前提。） 
貿易自由化やその他の政策的工夫によって、本
来非輸出企業に甘んじる企業も輸出企業に転
化する可能性を示唆。 

各種貿易理論とそこで説明されている貿易発生の契機等 

※輸出固定費用：輸出固定費用には、情報収集費用、販路開拓費用、流通網整備費用等が含まれる。 



インクルーシブな通商政策 
中小企業とＧＶＣの結びつき強化（現状） 

 間接輸出についても直接輸出と同様に、多くの企業が経
常利益に貢献したと回答した。 

 我が国においては、間接輸出企業は日本企業全体の約４
割に相当。間接輸出は、既に多くの企業によって行われ
ていると推定されるが、さらなる拡大の余地がある。 
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間接輸出が経常利益の増加に寄与し
たとの回答は、中小企業の50-60%
に上る。 

直接輸出・間接輸出の両方において、
増加傾向にあると回答した企業の割
合が大きい。 

間接輸出企業が製造業企業に占め
る割合は、企業数で見ると39%。付
加価値で見ると50%と、直接輸出企
業よりも大きな割合を占める。 

我が国企業による間接輸出の現状 

直接輸出・間接輸出の傾向 
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直接輸出 間接輸出

寄与

大きく寄与

備考：直接輸出のみ、若しくは直接輸出と越境eコマースのみを行っている

企業（65社）と、間接輸出のみ、若しくは間接輸出と越境eコマースのみを

行っている企業91社。卸売企業を除く。

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社アンケート調査（2017）

から作成。

輸出が経常利益に寄与したと考える
我が国中小企業の割合。 

直接輸出企業 間接輸出企業

企業数 5% 39%

付加価値 32% 50%

備考1：間接輸出企業は、データの制約上、直接輸出を行っている卸売

企業又は製造業企業に対して販売する企業とする。取引の全てが実際
に輸出されているわけではないことに留意。
備考2：「付加価値」は内需も含めた付加価値額のシェア。
資料：石川、齋藤、田岡（2017）「地域における間接貿易の役割」RIETI 
Policy Discussion Paper。
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備考：これまでの直接輸出や間接輸出が増加・減少・横ばいのどれに当たるかと

の質問に対する回答割合。ここでの間接輸出は商社や卸売事業者、その他関連

企業や顧客企業など、資本関係の無い「仲介企業」を通じた輸出。

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社アンケート調査（2017）から作

成。

（%）



インクルーシブな通商政策 
中小企業とＧＶＣの結びつき強化 

 間接輸出の課題として、販売力のある仲介企業の確保が
求められているが、海外販路に強みを有する企業は、卸
売事業を行う企業のうち一部に限られる。卸企業との
マッチングや商社の輸出機能強化が重要である。 

 越境eコマースは、海外顧客へのアクセスが容易といっ
たメリットがある一方で、リスクへの対応が求められて
いる。 

 中堅・中小企業の海外展開に向けた課題は多様であり、
専門家による個々の企業のニーズに応じた支援が重要で
ある。 

20 

アンケート調査によれば、間接輸出開
始時には、海外顧客ニーズの把握、及
び販売力のある仲介企業の確保という
2項目が企業にとっての主な課題であ
る。 

越境eコマースに関する課題としては、
決済システムや配送に関するリスクを
挙げる割合が最も高い。 
また、制度や規制に関する情報の不
足など、輸出特有の制度に関する点を
課題に挙げる割合も高い。 
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備考：間接輸出を行っている企業（卸売企業を除く）。419社。

資料：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社アンケート調査から

作成。

間接輸出の立ち上げ・拡大の際の課題 
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（%）

備考：複数回答。全産業。2355社。

資料：日本貿易振興機構「2016年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調

査」から作成。

海外向けeコマースにおける課題（中小企業） 

新輸出大国コンソーシアムの下での専門家による支援 
JETROが行ったアンケート調査によると、海
外展開に向けた課題として、多くの企業が、
現地でのビジネスパートナーや海外ビジネス
を担う人材の確保、海外の制度情報や現
地市場に関する情報の入手など、様々な
課題を挙げている。中堅・中小企業の海
外展開支援においては、新輸出大国コン
ソーシアムの活用等により個々の企業の
ニーズに応じて、製品開発、国際標準化
から販路開拓に至るまでの総合的な支援
をきめ細かく行うことが重要である。 



インクルーシブな通商政策 
観光・農業関連施策 

 政府では、2020年に訪日外国人4,000万人及び同消費額
8兆円などの新たな政府施策について「明日の日本を支え
る観光ビジョン」が2016年3月に取りまとめられた。 

 また、農林水産物・食品についても輸出額を2019年まで
に1兆円とする目標の達成のため「農林水産業の輸出力強
化ワーキンググループ」が2016年1月に政府内に発足し
た。 

 地域における観光や農林水産物・食品輸出の促進のため
政府としても地域への未来投資を支援していくことが重
要である。 
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有識者・関係府省庁等による精力的
な議論を経て、2020年に訪日外国
人4,000万人及び同消費額8兆円
などの新たな政府目標や今後政府が
取り組む施策について「明日の日本を
支える観光ビジョン」が2016年3月に
取りまとめられた。 

農林水産物・食品の輸出にあたっては、
政府として現在、輸出総額1兆円を
2019年までの達成を目指すこととして
いる。 （2016年11月「農林水産
業・地域の活力創造プラン」） 
 
直近、2016年の輸出額は7,502億
円となっており、円安効果の一服もあっ
て伸び率が低下する中、この先3年間
で約2,500億円の輸出増を目指す。 

資料：観光庁「明日の日本を支える観光ビジョン」概要（平成28年3月） 
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資料：農林水産省HP「平成28年農林水産物・食品の輸出額推移」を引用。

農林水産物・食品の輸出額の推移 



通商協定の現状 

 我が国は、自由貿易の旗手として、自由で公正な市場を、アジア
太平洋地域をはじめ、世界に広げていくことを目指しており、WTO
や経済連携の取組を推進していくことが重要である。 

 特に、経済連携については、2017年5月現在、20か国と
の間で16の経済連携協定を署名・発効済みである。また、
現在日EU・EPA, RCEP, 日中韓FTA等の経済連携交渉を
推進中である。 
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日本の経済連携の推進状況 
（2017年3月現在） 

資料：経済産業省作成。 

＜経済連携交渉の主な進捗状況＞ 
【TPP】 
2017年5月にベトナムでTPP閣僚会
合が開催され、11か国が出席した。本
会合では、ＴＰＰの戦略的・経済的
意義を再確認し、原署名国の参加を
促進する方策も含めた、ＴＰＰの早
期発効のための選択肢を評価するプロ
セスを開始することに合意した。 
 
【日ＥＵ・ＥＰＡ】 
できる限り早期の大枠合意を目指して
おり、2017年5月の日EU首脳会談
においても、両首脳が政治的指導力
を発揮する段階に来ているとの認識で
一致した。 
 
【ＲＣＥＰ】 
2016年9月のASEAN関連首脳会
議において、RCEP交渉の迅速な妥結
に向けて、更に交渉を強化する旨の共
同声明文を発出した。2017年5月に
開催された第3回中間閣僚会合にお
いて、物品、サービス、投資の市場アク
セスのみならず、貿易・投資のルール分
野を含めて交渉全体で質を高めていく
ことに一致した。 
 
【日中韓ＦＴＡ】 
2015年11月の日中韓サミットで、包
括的かつ高いレベルの協定の実現を目
指し交渉を加速化していくことを確認し
た。2016年11月の日中韓経済貿易
大臣会合では、日中韓FTA独自の価
値を追及して一層努力していくことを確
認した。 


